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は じ め に

知的財産とは人間の知的創造活動の産物であ

る。そして知的財産権は創作者に対し，知的財

産を一定期間排他的に利用する権利を政府が与

え保護するものである（注１）。政府がそのような

権利を付与することの根拠および方法について

は，経済学的な議論が数世紀にわたって続いて

いる（注２）。今日のコンセンサスとしては，人間

社会をより豊かにする創造活動を促進する手段

として知的財産権は有効かつ効率的と考えられ

ている。しかし，最適な制度設計に関する合意

というものは存在しない。

近代的な知的財産権制度は19世紀に欧米の先

進工業国及び日本で開発されたのち世界に広め

られたが，1980年代までは保護対象の設定とい

った制度設計に関して各国の裁量がある程度発

揮できたようである。韓国と台湾が1980年代半

ばにアメリカ合衆国の圧力によって知的財産権

を整備したように，二国間交渉を通じた制度調

和はしばしば行われてきたが，それはこれらの

国の技術力向上の裏返しでもあった。

今日の発展途上国は異なる状況に直面してい

る。1995年に発足した世界貿易機関（World 

Trade Organization, 略称 WTO）のもと，全て

の加盟国に知的財産権保護に関する最低基準が

義務づけられているが，その最低基準が全ての

国の発展段階に合致するとは考え難い。たとえ

ば後発発展途上国（least-developed countries）

が2016年までに特許の保護対象とすべき医薬品

は，1975年以前の日本の特許法では保護されて

いなかった。

本特集では，知的財産権制度と途上国経済の

関係を考察する。特集の導入部分として位置づ

けられる本稿では，まず知的財産権制度の役割

とあり方に関する議論を，理論研究の先行文献

に触れながら紹介する（注３）。次に近代的知的財

産権制度の創成と普及を描写し，その流れの中

に発展途上国の制度整備という現象を位置づけ

る。最後に，特集全体としての問題意識をまと

めながら，所収の各論文を紹介する。

Ⅰ　知的財産権制度の役割

経済成長の原動力である技術進歩とは，新製

品の開発や新しい製造方法・経営組織の導入な

どにより，存在する資源からより多くの財・サ
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ービスを生み出すことである。そして新製品や

製造方法などに関する知識は，研究開発と呼ば

れる活動によって創出される。研究開発の促進

における知的財産権の役割を知るため，まずは

知識という財の特徴を把握する必要がある。

財の経済学的特徴を論じる際には，しばしば

競合性と排除可能性という概念が用いられる

［西村 1995, 296］。競合性とは，一人の者が財を

消費することで他者の消費量が減少する程度を

表す概念である。排除可能性とは財の消費から

他者をどの程度排除できるかを表す。屋外の空

気の場合は自分の消費は他人の消費を減らさず，

他人を消費から排除することもできない。した

がって空気は非競合性と排除不可能性によって

特徴付けられる。このような財を公共財と呼ぶ。

知識の場合，最初に入手した者が知識を秘匿

すれば他人の利用を排除することはできる。し

かし出版物などで知識を公開すると，法的な保

護がなければ他者の排除は不可能となる。すな

わち公開された知識は排除不可能性という特徴

を有している。

また知識そのものは物理的な数や形を有さな

いため，一人による利用は他者の利用を全く妨

げず，競合性はない。知識を秘匿した場合でも，

他者が偶然同じ知識を生み出してしまえば複数

者が同じ知識を非競合的に利用することになる。

以上からわかるように知識は公共財と近い性質

を持っている［Arrow 1962］。

公共財の場合と同様に，競争市場では知識の

生産は過少になりやすいと考えられる。たとえ

ば企業が自ら発明した新製品を生産する場合，

知識をある程度公開せざるを得ない。生産に協

力する他企業には技術情報の開示が必要となる

であろうし，製品そのものに体化された技術は

リバースエンジニアリングを通じて他企業の手

に渡りうる。そのように公開された技術がライ

バル企業の生産活動に利用されると，製品市場

において複数社の競争が発生する。競争による

製品価格下落により，発明を行った企業の利潤

は低下してしまう。このような利潤浸食が予想

できたならば，そもそも企業は研究開発を行わ

ないかも知れない。

社会全体にとって企業の研究開発が望ましい

にもかかわらず，このように企業がためらって

しまう可能性は小さくない。すなわち，企業が

研究開発を行うことの私的誘因と社会的価値と

の間にギャップが発生しうる。実際，複数の工

業発明について私的収益率と社会的収益率を推

計した Mansfi eld et al.（1977）の研究からは，

概して社会的収益率のほうが高いことが判明し

た。

このように研究開発が過少となる傾向が実在

するならば，何らかの政府介入が社会的に望ま

しい。一つの手段は政府が自ら研究開発を行う，

あるいは民間主体に研究開発を委託することで

ある。植物新品種育成などの農業技術研究では

政府が大きな役割を担っており，とくに発展途

上国にとっては今後も政府の役割が重要とされ

ている。また税制によって研究開発活動を促進

する政策も同様の手段として分類できる。二つ

目の手段は政府が必要とする発明の概要を提示

し，それを満たした者にのみ報奨金を支払う制

度である。例えば18世紀のイギリスでは，海上

で経度を正確に測る器具の発明に対する報奨金

制度が設置された（注４）。三つ目の手段として挙

げられるのが知的財産権制度である。

一般的に，政府の研究開発や報奨金制度から

生まれた発明は複数企業が競争的に利用できる。
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それに対して知的財産権のもとで得られた発明

は排他的に利用されるため，独占の弊害すなわ

ち過少利用の問題が発生しやすい。それにも関

わらず先進国では知的財産権が政府介入手段と

して定着している理由は，一つには研究開発に

対する報酬と成果が強く結びついていることに

よる高いインセンティブ効果である。（この点

については報奨金制度も同様である。）また政府

の研究開発や報奨金制度とは異なり，研究開発

テーマの選定が民間主体に委ねられているため，

政府に必要となる情報量が大きく節約できると

いうメリットがある（注５）。

Ⅱ　制度デザインという問題

一口に知的財産権といっても保護対象によっ

て具体的な制度は異なる。日本の場合，工業所

有権と呼ばれる特許権・実用新案権・意匠権・

商標権のほかに，半導体回路配置の利用権，植

物新品種に対する育成者権，著作権，および不

正競争防止法によって守られる営業秘密が存在

する。制度を分野ごとに分けるのは，対象によ

って出願審査の方法や保護の性格が異なるから

である。

個々の制度を取り上げても，その内容は決し

て固定されたものではない。特許制度を例に挙

げると，権利の保護期間，保護の範囲，権利取

得のための要件，不特許事由（特許の保護対象

とならない発明）などの政策変数が各国・各時

代の法律や審査基準によって異なる。

知的財産権制度，とくに特許制度の最適なデ

ザインに関しては多くの理論研究がなされてい

る。たとえば Gilbert and Shapiro（1990）およ

び Klemperer（1990）は，社会的に最適な特許

保護期間と保護範囲を分析している。そこでは

研究開発の誘因である独占利益を保証しながら，

独占による社会的損失を最小化するのが目的で

ある。範囲の狭い特許を長期間保護するのが最

適であるとした Gilbert and Shapiro（1990）に

対し，Klemperer（1990）は広範囲な特許の短

期間保護が望ましい場合もあると述べており，

モデルの仮定によって結論が大きく異なること

を示している（注６）。

発展途上国の知的財産権制度に関連する理論

研究では，国内における研究開発よりも先進国

で生まれた発明を如何に自国で利用するかに重

点が置かれている。この分野の理論研究では，

知的財産権の「強さ」（つまり地場企業による模

倣コストの高さ），あるいは保護対象範囲の広さ

を政策変数としている（注７）。二国間の動学的モ

デルを使った Helpman（1993）のモデルでは，

途上国における知的財産権の強化は必ず途上国

の厚生水準を低下させ，先進国の厚生水準は場

合によって上昇する。一方で途上国と先進国の

需要する技術が異なり，両者が先進国の研究開

発資源を求めて競争すると仮定した Diwan 

and Rodrik（1991）は，途上国側にも知的財産

権を整備するインセンティブが存在することを

示している。

以上の先行文献から途上国経済向けのインプ

リケーションを導出することは難しい。知的財

産制度が社会の厚生水準に与える影響は新技術

の需要と供給に関する仮定設定に依存するため，

産業によって最適な制度設計が異なる。したが

って，様々な産業構造を有する途上国経済たち

は，それぞれ独自の「最適制度」を持つことに

なる。また制度変更の効果を計測することの難

しさが，制度設計のガイドとなりうる「定型化
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された事実」（stylized fact）の不足に繋がって

いると考えられる。とはいえ知的財産権制度の

歴史を見ればどのような制度が編み出され，ど

うやって普及して行ったかを観察することがで

きる。そこから，制度の望ましいあり方に関す

る質的情報を得られるかも知れない。

Ⅲ　知的財産権制度の略史

知的財産権の歴史は古く，例えば17世紀イギ

リスでは，発明家に対して14年間の独占販売権

を国王が付与するという法律が制定されてい

る（注８）。その一方で独占販売権が財市場にもた

らす非効率は19世紀半ばの欧州工業国において

既に認識されていた。とくに特許制度に対する

反発は強く，イギリス，フランス，ドイツなど

では同制度の是非を巡る議論が戦わされた。な

かでもオランダは1869年に特許制度を廃止した

のち1912年まで特許権を認めなかった［Mach-

lup and Penrose 1950, 3-6］。

19世紀後半にはいると，技術大国として台頭

してきたアメリカ合衆国の特許制度が，欧州諸

国の注目するところとなる。米国が採用した厳

密な出願審査や公開制度など，近代的特許制度

の特徴ともいうべき諸要素が欧州各国に導入さ

れたのはこの時期であり，その過程で特許廃止

論は政策論争のメインストリームから退いたと

言える［Khan and Sokoloff 2001, 234-235］。日本

では1885年に公布された専売特許条例によって

工業所有権制度が始動した。その後の実用新案

の導入や1921年の法改正によって，米国やドイ

ツの制度を融合した独自のものへと成長してい

る。

以上のように，19世紀の先進工業国において

は知的財産権制度の是非に関する活発な国内議

論が行われ，その結果として国内制度の調整が

行われた。そしてオランダや1887年まで特許法

を制定しなかったスイスのように，経済政策上

の選択として知的財産権を認めなかった先進国

が存在したことは重要な史実である（注９）。

発展途上国では，植民地支配下で設けられた

知的財産権制度が継承されているケースは珍し

くない。たとえばインドでは1856年に発明の保

護に関する法律が制定されており，1911年に改

正された特許意匠法は独立インドに引き継がれ

ている（注10）。しかし各国にとってそのような制

度が最適であったとは限らず，インド政府が

1970年特許法改正で特許の保護対象を狭めたよ

うに，経済発展の実情に合わせて制度が緩和さ

れる場合があった（注11）。

20世紀後半に高度成長を経験した韓国と台湾

には，古くから特許法が存在していたものの，

1980年代後半までは先進国と比較して保護水準

が低かった［大来　1990］。両国とも1986年に特

許法が改正されるまで，保護の対象とならない

発明として医薬品や化学物質などを挙げていた。

すなわち新規化合物などに対する特許（物質特

許）が認められていなかった（注12）。韓国と台湾

が特許制度の整備に踏み切った背景には米国な

どによる外圧もあったが，国内技術開発の促進

には制度整備が必要であるという認識が一般化

したとも考えられる［大来　1990, 72］。

このように1980年代までは，知的財産権制度

の整備を求める外圧はあくまで貿易相手国との

二国間交渉を通じたものであった。また制度整

備のタイミングは，各国の技術力や発展段階に

ある程度対応していた。状況を一変させたのは，

関税および貿易に関する一般協定（General 
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Agreement on Tariffs and Trade, 略称 GATT）

のウルグアイラウンドで1994年に締結された

「知的所有権の貿易的側面に関する合意（Agree-

ment on Trade-Related Aspects of Intellectual Prop-

erty Rights, 略称 TRIPS）」と，翌年の WTO 発足

である。

WTO は，前身の GATT と同様に最恵国待

遇（most-favored nation treatment）を含む無差

別原則のもとで国際貿易の円滑化に向けたルー

ル作りを行っている。2004年４月現在，途上国

を含む147カ国・地域が加盟しており，それら

が世界貿易に占める割合は90％を超えている。

途上国にとって海外市場へのアクセスを保証す

る最恵国待遇は大きな魅力なのである。

GATT/WTO で得られた合意の達成は加盟

国の義務であるが，その範囲は関税削減や貿易

障壁撤廃に留まらず，諸々の経済活動に及

ぶ（注13）。TRIPS もそのような合意の一つである。

TRIPS は特許など各種知的財産権制度につい

て，⑴保護の対象，⑵与えられる権利の内容，

⑶権利に関する例外，および⑷保護の存続期間

を述べている（注14）。これらの項目はまとめて

「保護のミニマムスタンダード」と呼ばれ，各

国の国内法に取り込むことだけでなく，エンフ

ォースメントも求められている。

TRIPS 協定の履行には猶予期間が設けられ，

発展途上国の場合は2000年（医薬品等の物質特

許導入は2005年），後発発展途上国の場合は2006

年（医薬品物質特許導入は2016年）からそれぞれ

履行義務が発生する。しかし TRIPS 下の制度

調和は必ずしもスムーズに進行してはいない。

2002年９月までに WTO 紛争処理機関が対応し

た TRIPS 関連の係争は24件であったが，その

うち７件は先進国の途上国に対する訴えであっ

た［Commission on Intellectual Property Rights  

2002, 3］。たとえば1996年から97年にかけて，

アメリカ合衆国と欧州連合が相次いで WTO の

紛争解決機関（Dispute Settlement Body）にイ

ンドの TRIPS 協定の履行不備を提訴した

［World Trade Organization 1998］。インド政府

が，医薬品に対する保護を充分に実現していな

いとの訴えであった（注15）。また2001年には，ブ

ラジル政府がエイズ治療薬に関わる外国企業の

物質特許を尊重していないとして，アメリカ政

府が TRIPS 協定を根拠に WTO 紛争処理機関

に提訴している（注16）。

Ⅳ　各論文の紹介

以上で述べられた理論的・歴史的背景を踏ま

え，ここでは本特集の問題意識をまとめながら

各論文の紹介を行う。

１．知的財産権制度の国際調和は望ましいか

前節で述べたように，TRIPS 協定下で途上

国が求められている知的財産権制度の整備は，

それまで先進国や新興工業国が体験してきたも

のと異なっている。まず特定の貿易相手国との

交渉から発生したのではなく，世界貿易システ

ムへの参加条件としての制度改革である。また

猶予期間が設けられていること以外は，各国の

発展段階や技術力が考慮されていない。

木村福成「知的財産権保護に関する国際的政

策規律：発展途上国への含意」はこのような国

際調和の特異性に対して批判的な考察を展開し

ている。関税率の協調削減など国境政策を対象

とする従来の多国間貿易協定とは異なり，

TRIPS 協定は知的財産制度という国内政策を

対象としていることを木村は強調している。ま
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た，古典的な貿易理論が自由貿易による厚生水

準上昇を明示しているのに対し，知的財産権制

度の調和による厚生水準の変化に関しては単純

な答えが存在しないことも重要である。

２．知的財産権によって途上国の技術利用は

改善するか

知的財産権制度と海外技術利用の関係を把握

することは，国際調和政策を評価する上で重要

である。知的財産権制度が既存技術の導入を促

進するか否かという疑問，そして知的財産権制

度が途上国市場向け研究開発の促進に貢献する

という理論的可能性はいずれも実証すべき問題

である。

庄司直美・石戸光「知的財産権強化の経済効

果分析」は，国レベルの各種データを駆使して，

知的財産権制度の整備が貿易や経済成長に与え

る影響を分析している。Keith Maskus 達の研

究［Maskus and Penubarti 1995; Yang and 

Maskus 2001］などを踏まえつつ，庄司・石戸

の実証分析は知的財産権制度と経済成長の関係

が，低所得国においては明らかではないことを

示している。

伊藤成朗「多国籍種苗企業の国際展開」は先

進国種苗会社の海外進出に注目し，植物品種育

成者権の整備が与えた影響を定量的に分析して

いる（注17）。食料作物を分析対象とした結果，育

成者権が種苗会社の進出を促しているという証

拠は見いだされなかった。ただし植物に含まれ

る遺伝子について特許権が付与されるようにな

ると，種苗会社は知的財産権の有無により強く

反応すると想像される。

伊藤萬里・山形辰史「HIV/エイズ・結核・

マラリア向け医薬品研究開発の趨勢：発展途上

国向け医薬品開発の促進に向けて」は先進国企

業による途上国向け研究開発に焦点を当ててい

る。彼らは先進国製薬企業の特許出願行動を分

析し，HIV/エイズに関連する研究開発と，い

わゆる「顧みられない」疾病に関するそれとを

比較している。計量分析の結果，途上国のみで

蔓延する疾病の医薬品開発においても民間企業

の貢献度が高いことが明らかになった。しかし

企業の研究分野選択には，観察できない企業特

殊な要因が強く働いており，「顧みられない」

病気を研究する性向には偏りが存在することが

わかった。特許制度のあり方とこのような企業

特殊な努力の関係は興味深い問題である。

３．知的財産権は途上国企業の研究開発を促

進するか

途上国企業の模倣活動と研究開発活動の実態

は，知的財産権制度のあり方を考える上で重要

な要素である。もし模倣活動（及びその潜在力）

が存在しなければ，知的財産権の強化は途上国

の技術進歩にマイナスの影響は与えない。一方，

模倣活動が存在する状況でも企業が模倣型から

研究開発型への転換を容易に実現できる場合は，

知的財産権の強化は技術進歩にプラスの影響を

与えるであろう。技術力のついた1980年代の韓

国・台湾企業等がこれに該当すると思われる。

問題は模倣型から研究開発型への転換が困難な

とき，または模倣活動を一定期間継続しなけれ

ば研究開発型企業に転換できないような状況で

ある。この場合，知的財産権の強化は模倣型企

業を撤退させ，研究開発促進効果は小さくとど

まるだろう。

岡田羊祐・久保研介「インド製薬産業におけ

る研究開発と特許出願：WTO/TRIPS への含

意」は物質特許制度への移行期である1990年代

を対象にインド製薬企業の行動を分析した。そ



88

の結果，研究開発投資は増加傾向にあること，

そして研究開発費あたりの特許出願が増加して

いることが明らかになった。現段階では知的財

産権の強化が地場産業の技術進歩を阻害してい

るような形跡は見られない。ただしインド企業

の研究開発が新規化合物の探索に向かっている

のか，あるいは引き続き製法技術に集中したも

のであるかに関しては，より詳細な分析が待た

れる。

む す び

知的財産権の歴史を振り返ると，今日の先進

国や新興工業国は国の発展段階に応じた知的財

産権制度を採用していたことが分かる。ところ

が TRIPS のミニマムスタンダードは，今日の

発展途上国にそのようなフレキシビリティを与

えていない。

そのような現状を踏まえ，本特集は発展途上

国と知的財産権の関係をいま一度整理し，新た

な考察を加えることを目指している。先行理論

研究が示すように知的財産制度の経済効果は新

技術に対する需要と供給の形状によって規定さ

れる。個別産業におけるそのような需給関係を

観察しながら国レベルでの経済効果を分析する

という本特集のアプローチが，途上国と知的財

産権に関する政策議論に貢献できることを願う。

（注１） これらの定義は特許庁および世界貿易機関

に よ る。http : //www. jpo. go. jp/seido/index. htm, 

http://www.wto.org/english/tratop_e/trips_e/

intel1_e.htm

（注２）19世紀ヨーロッパの知的財産権に関する議

論をまとめた Machlup and Penrose （1950）は，「経

済環境の変化にかかわらず，この問題に対する考え

方はこの100年間に殆ど変化していない」と述べてい

る。

（注３）知的財産権整備に関する実証研究のレビュ

ーは本号の庄司・石戸論文が詳しく行っているため，

ここでは省略する。

（注４）Sobel （1995）はこの報奨金を最初に受賞し

た John Harrison の発明および受賞までの苦労を描

いている。

（注５）三つの手段を更に深く比較分析した論文と

して Wright （1983）が挙げられる。

（注６）知的財産権制度のデザインに関する詳細は，

長岡・平尾（1998）など産業組織論のテキストを参

照のこと。

（注７）自国と外国を含むことでモデルが充分複雑

化しているため，保護期間の長さまで考慮されるこ

とは少ない。

（注８）Statute of Monopolies, 1624.  同法が制定さ

れる以前は，発明家に限定せず独占販売権が乱発さ

れていたようである。英国特許庁ホームページによ

る。http://www.patent.gov.uk/patent/whatis/

fivehundred/tudors.htm

（注９）スイスの特許法制定の背景には，周辺国か

ら発せられた「海賊」行為に対する批判と報復措置

の可能性があったと言われている［Machlup and 

Penrose  1950］。なお19世紀のオランダとスイスが特

許制度の欠如にも拘わらず技術進歩を達成していた

ことを示す論文として Moser （2003）が挙げられる。

（注10）The Act VI of 1856 on Protection of Inven-

tions および The lndian Patents and Designs Act 1911. 

http://www.patentoffice.nic.in/ipr/patent/history.htm

（注11）インドでは1970年改正により，医薬品・化

学品・飲食物について製法特許以外の特許の付与が

停止された。

（注12）日本も1975年改正まで医薬品等の物質特許

を認めていなかった。

（注13）このように複数分野で，取捨選択せずに合

意を結ぶ制度を一括受諾方式（single undertaking）
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発展途上国と知的財産権

と呼ぶ。

（注14）特許以外には次の知的財産権が TRIPS に含

まれる：著作権，商標，地理的表示，意匠，植物新品

種，集積回路の回路配置，営業秘密等の非開示情報。

（注15）TRIPS 協定70条９項によると物質特許制度

を有さない途上国は，同制度導入に先立って新規医薬

品等に対する独占的販売権（exclusive marketing 

rights）を付与する義務がある。

（注16）"US Abandons AIDS Patent Suit Against 

Brazil." International Herald Tribune 2001. 27 June.

　アメリカ政府は後にこの訴えを取り下げている。な

お TRIPS は特定の条件が満たされた場合のみ，政府

が特許権者の承諾を得ずに発明を利用する「強制実施

権」を認めている。

（注17）植物品種改良の分野では，植物品種育成者

権という知的財産権が育種を行った個人や企業に与え

られる。植物という対象の特殊性から，審査方法や権

利の範囲は特許権と異なる。
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